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株式会社デジタルハーツホールディングス
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　代 表 取 締 役 社 長 玉 塚 元 一

第 7 回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第7回定時株主総会を下記のとおり開催致しますので、ご通知申

しあげます。

　なお、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参

考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020

年6月22日（月曜日）午後6時までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

1． 日 時 2020年6月23日（火曜日）午前10時
2． 場 所 東京都新宿区西新宿三丁目20番2号

東京オペラシティビル　7階　第2会議室
3． 目 的 事 項

報 告 事 項 1．第7期（2019年4月1日から2020年3月31日まで）事業報告の内容、連結計
算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

2．第7期（2019年4月1日から2020年3月31日まで）計算書類の内容報告の件
決 議 事 項

第1号議案 取締役6名選任の件
第2号議案 補欠監査役1名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（https://www.digitalhearts-hd.com/）に掲載させていた
だきます。

◎当日ご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。予めご了承くださいますようお願
い申しあげます。
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＜株主様へのお願いとご案内＞

　新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を鑑み、ご自身の健康状態に留意し、本株主

総会へのご来場を見合わせて、同封の議決権行使書の郵送による事前の議決権行使を行ってい

ただくことをご検討いただきますようお願い申しあげます。

　特にご高齢の方、基礎疾患をお持ちの方、妊娠されている方、風邪症状がある等体調不良の

方につきましては、本株主総会へのご出席をご遠慮いただきたくお願い申しあげます。

　ご来場を予定されている株主様におかれましては、本株主総会当日までの国内外における感

染の状況及び株主様ご自身の健康状態等にご留意いただき、ご無理のなきようお願い申しあげ

ます。

　当社では、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、株主様の安全を第一に考え、本株主総

会では以下の対策を講じた上で運営させていただきます。

【新型コロナウイルス感染防止対策】

1.本株主総会における招集ご通知の内容のご説明に関しまして一部簡素化させていただく場合

がございます。

2.ご出席される株主様におかれましては、マスクの着用と手指のアルコール消毒にご協力をお

願い致します。

3.受付で検温をさせていただく場合がございます。

4.会場内の過密状態を防ぐため、十分な座席の数を確保できない場合がございます。万が一お

席が用意できない場合には、何卒ご容赦くださいますようお願い申しあげます。

5.会場内でのマスク着用やアルコール消毒の使用等にご協力いただけない方、発熱（37.5℃以

上）があると認められる方、体調不良と思われる方、海外から帰国し14日間が経過していな

い方は、ご入場をお断りする場合がございます。

6.本株主総会に出席する役員及び運営スタッフも、マスク着用で対応させていただく場合がご

ざいます。予めご了承ください。

　本株主総会当日までの新型コロナウイルス感染拡大の状況や政府の発表内容等を受けて、対

応内容を更新する場合には、当社ウェブサイト（https://www.digitalhearts-hd.com/）に掲載

させていただきます。

　新型コロナウイルス感染拡大の状況次第では、やむなく会場や開始時刻が変更となる場合が

あり、その場合も上記の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

( 2019年4月 1日から
2020年3月31日まで )

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

1．事業の経過及びその成果

■経営成績（連結）に関する分析

2019年3月期
（千円）

2020年3月期
（千円）

増減率
（％）

売上高 19,254,610 21,138,200 9.8

営業利益 1,605,558 1,394,065 △13.2

経常利益 1,651,281 1,372,376 △16.9

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,575,576 792,130 △49.7

　当連結会計年度における世界的な経済情勢は、新型コロナウイルス感染症(COVID-19)が

世界規模で急速に拡大しており、2020年2月には中国を中心にビジネス活動が停滞、2020年

3月には日本における事業への影響も出始めました。依然として、新型コロナウイルス感染

症の終息時期の目途が立たないこと等から、長期的に日本経済及び世界経済が甚大な影響

を受ける可能性もあり、今後先行き不透明な状況が続くことが見込まれております。

　当社グループを取り巻くデジタル関連市場においては、IoT(Internet of Things)の進展

やスマートデバイスの普及拡大等を背景に、コンテンツやサービスの多様化が急速に進ん

でおります。その一方、各企業においては、その開発及び運用を支えるIT人材が慢性的に

不足していることから、ソフトウェアの開発、テスト、保守・運用等の支援サービスを提

供している当社グループの収益機会は、今後も引き続き拡大するものと見込んでおります。

　このような状況のもと、当社グループでは、「アジアNo.1の総合テスト・ソリューショ

ンカンパニー」となることを目指し、現在「第二創業期」として、主力事業であるエンタ

ーテインメント事業のさらなる成長の追求及びエンターテインメント事業に続く第二の収

益の柱を育てるべくエンタープライズ事業の拡大に注力しております。特に、当連結会計

年度は、エンタープライズ事業の基盤強化及び成長スピードをより一層加速させるための

取り組みを推進して参りました。具体的には、テスト自動化に関する高い技術力及び豊富

な実績を持つ企業の子会社化を通じ、テストエンジニアの増強や専門性の向上を図るとと
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もに、当社グループと相互補完的な技術・ノウハウを持つ企業とのアライアンスを積極化

させることで、営業力強化やサービス拡充に努めて参りました。また、エンターテインメ

ント事業においては、キャッシュ創出力の最大化を目指し、主力のデバッグサービスを中

心に、サービス品質のさらなる向上に注力するとともに、テストセンターであるLab.(ラ

ボ)の稼働最適化やバックオフィス業務の効率化に努めて参りました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は、エンタープライズ事業が前期比1.5倍以上の成長

を達成するなど業績を牽引し、21,138,200千円（前期比9.8％増）となりました。一方、利

益につきましては、エンタープライズ事業が第2四半期会計期間以降、四半期ベースで営業

黒字を実現したものの、M&A関連費用や強固な経営基盤構築に係る費用が増加したこと等に

より、営業利益は1,394,065千円（前期比13.2％減）、経常利益は1,372,376千円（前期比

16.9％減）となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、新型コロナウイル

ス感染拡大による経済の長期低迷リスクや働き方の変化を鑑み、拠点の稼働バランス最適

化の一環として、テストセンターである新宿Lab.(ラボ)の閉鎖やベトナム拠点の統合を決

定し、これらの拠点整理に伴う費用を特別損失として計上したことにより、792,130千円

（前期比49.7％減）となりました。

　セグメント別の経営成績は、以下のとおりであります。

2019年3月期
（千円）

2020年3月期
（千円）

増減率
（％）

売上高 19,254,610 21,138,200 9.8

エンターテインメント事業 15,951,785 16,115,937 1.0

エンタープライズ事業 3,302,922 5,022,262 52.1

調整額 △97 ― ―

営業利益又は営業損失 1,605,558 1,394,065 △13.2

エンターテインメント事業 3,086,397 2,964,423 △4.0

エンタープライズ事業 △226,498 △67,115 ―

調整額 △1,254,340 △1,503,242 ―

　なお、セグメント別の売上高については、セグメント間の内部売上高又は振替高を含め

て記載しており、セグメント別の利益又は損失は営業利益ベースとなっております。
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①　エンターテインメント事業

　当セグメントでは、主に、コンソールゲーム、モバイルゲーム、アミューズメント機

器のデバッグ、ゲームの受託開発、プロモーション活動支援等のサービスを提供してお

ります。

　エンターテインメント事業におけるサービス別の売上高は以下のとおりであります。

2019年3月期
（千円）

2020年3月期
（千円）

増減率
（％）

デバッグ 13,103,855 13,823,219 5.5

クリエイティブ 1,891,091 1,226,232 △35.2

メディア及びその他 956,838 1,066,485 11.5

エンターテインメント事業　合計 15,951,785 16,115,937 1.0

（ⅰ）デバッグ

　デバッグサービスでは、主に、コンソールゲーム、モバイルゲーム、アミューズメ

ント機器を対象に、ソフトウェアの不具合をユーザー目線で検出し顧客企業に報告す

るデバッグサービスや翻訳・ローカライズサービス等を提供しております。

　当連結会計年度は、コンソールゲーム向けのサービスにおいて積極的な営業活動が

奏功し、多数の大型タイトル案件の獲得が進み、同サービスでは売上高2桁成長を実現

致しました。また、厳しい市場環境が続いていたアミューズメント機器業界において

は、顧客企業における新台開発が復調傾向にあり、これらの新台開発に係るデバッグ

ニーズを確実に取り込むことで、大幅な増収を達成致しました。さらに、近年増加す

るグローバルサービスの需要に対応することを目的に、新たに台湾にLINGUITRONICS 

Co., Ltd.と合弁会社を設立するなど、ゲームの翻訳・ローカライズサービスの提供体

制を強化して参りました。

　その結果、当連結会計年度のデバッグサービスの売上高は13,823,219千円（前期比

5.5％増）と増収を達成致しました。

（ⅱ）クリエイティブ

　クリエイティブサービスでは、ゲーム開発や2D/3Dグラフィック制作等、コンテンツ

制作におけるクリエイティブ領域全般にわたる制作サポートサービスを提供しており

ます。

　当連結会計年度は、2D/3Dグラフィック制作に対する需要は底堅く推移した一方、ゲ

ーム開発案件は、顧客企業におけるモバイルゲームの新規タイトル数が激減したこと

により、大幅に減少致しました。

　その結果、当連結会計年度のクリエイティブサービスの売上高は1,226,232千円（前

期比35.2％減）となりました。
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（ⅲ）メディア及びその他

　メディア及びその他のサービスでは、日本最大級の総合ゲーム情報サイト

「4Gamer.net」等の運営やカスタマーサポートサービス等を提供しております。

　当連結会計年度は、主に「4Gamer.net」において、独自取材による付加価値の高い

情報のスピーディな配信に努め、メディアとしての価値の向上を図って参りました。

また、カスタマーサポートサービスでは、順調に案件を獲得し、増収を達成致しまし

た。

　その結果、当連結会計年度のメディア及びその他サービスの売上高は1,066,485千円

（前期比11.5％増）となりました。

　以上の結果、当連結会計年度のエンターテインメント事業の売上高は、16,115,937

千円（前期比1.0％増）となりました。一方セグメント利益は、クリエイティブサービ

スの減収の影響を受け、2,964,423千円（前期比4.0％減）となりました。

②　エンタープライズ事業

　当セグメントでは、主に、エンタープライズシステムを対象とするシステムテスト及

び受託開発サービスや、ヘルプデスクをはじめとするITサポート、セキュリティ等のサ

ービスを提供しております。

　エンタープライズ事業におけるサービス別の売上高は以下のとおりであります。

2019年3月期
（千円）

2020年3月期
（千円）

増減率
（％）

システムテスト 1,395,342 2,414,064 73.0

ITサービス・セキュリティ 1,907,579 2,608,197 36.7

エンタープライズ事業　合計 3,302,922 5,022,262 52.1

（ⅰ）システムテスト

　システムテストサービスでは、主に、エンタープライズシステムの不具合を検出す

るサービスを提供しております。

　当連結会計年度は、テスト自動化に関する知見及び豊富な実績を有するLogiGearグ

ループを2019年8月に連結子会社化し、同社がベトナムに有する豊富なテストエンジニ

アの日本市場への活用に向けた準備を進めるとともに、既存グループ会社と連携し、

テスト自動化に関する提案営業を開始するなど、テスト自動化が浸透していない日本

市場開拓に向けた取り組みを推進して参りました。また、株式会社パソナテックと協

業し、統合基幹業務システム「SAP S/4HANA®」の導入支援サービスの提供開始に向け

た準備を進めるなど、今後需要の増加が見込まれる分野におけるサービスの拡充に努

めて参りました。
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　その結果、当連結会計年度のシステムテストサービスの売上高は2,414,064千円（前

期比73.0％増）と大幅な増収を達成致しました。

（ⅱ）ITサービス・セキュリティ

　ITサービス・セキュリティサービスでは、システムの受託開発やITサポート、セキ

ュリティ等のサービスを提供しております。

　当連結会計年度は、システムの受託開発サービスが好調に推移するとともに、セキ

ュリティサービスにおいて大手企業向け・中小企業向けサービスそれぞれの新規案件

獲得が進み、大幅増収を達成致しました。また、2019年11月には、国内セキュリティ

大手の株式会社ラックと合弁会社を設立し、当社のアライアンスパートナーである米

国セキュリティベンチャーSynack社が提供するクラウドソースペネトレーションテス

トサービスの販売体制の強化を図って参りました。

　その結果、当連結会計年度のITサービス・セキュリティサービスの売上高は

2,608,197千円（前期比36.7％増）と好調に推移致しました。

　以上の結果、当連結会計年度のエンタープライズ事業の売上高は、5,022,262千円

（前期比52.1％増）と大幅な増収を達成致しました。一方セグメント利益につきまし

ては、専門人材をはじめとする投資を実施したことにより、67,115千円の営業損失と

なったものの、第2四半期会計期間以降は営業黒字に転じるなど、着実に収益性の改善

が進んでおり、前期比では損失幅を大幅に縮小致しました。

2．設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した設備投資の総額は256,318千円となりました。その主

なものは以下のとおりであります。

(1) 当連結会計年度中に取得した主要設備

　デバッグ案件の受注増加に対応するため、札幌Lab.（ラボ）の移転等をしたことによ

り、建物97,784千円の設備投資を行っております。

　さらに、多様化する顧客ニーズに対応したサービス拡充の観点から、デバッグ機材等

の充実を図るため、工具、器具及び備品5,764千円の設備投資を実施しております。

(2) 当連結会計年度中において継続中の主要な設備の新設、拡充

　株式会社デジタルハーツ　基幹システム新設

(3) 当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

　該当事項はありません。

3．資金調達の状況

　当社グループの所要資金は自己資金及び借入金により調達しており、当連結会計年度に

おいては、金融機関より1,800,000千円の借入を実施する一方、1,000,000千円を返済致し

ました。

　なお、当社は、2020年3月6日付けで第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の未償還

残高の全額について繰上償還致しました。

－ 7 －

事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況



4．対処すべき課題

　当社グループは、収益基盤の強化を図るとともにさらなる成長を実現するため、以下5点

を主要な課題として認識し、その対応に取り組んで参ります。

(1) 人材の確保及び育成

　当社グループが継続的に企業価値を向上させていくためには、高い専門性を有する優

秀な人材の確保及び将来を担う人材の育成が経営上の重要な課題であると認識しており

ます。

　特に、主力のデバッグサービス及びシステムテストサービスにおいては、高品質なサ

ービスをスピーディかつ継続的に提供できる組織体制を整備するため、多数の臨時従業

員であるテスターを常時確保するとともに、人材育成を通じ技術力及び専門性の向上を

図ることが不可欠となっております。

　そのため、当社グループでは、株式会社デジタルハーツを中心に、人材確保を目的と

するLab.(ラボ)の戦略的な全国展開や、独自の教育システムの構築等を通じ、優秀な人

材基盤の構築に継続的に取り組んで参ります。

(2) サービスの付加価値向上について

　当社グループを取り巻くデジタル関連市場においては、IoT(Internet of Things)の進

展やスマートデバイスの普及拡大等を背景に、新たなコンテンツ及びサービスの開発が

活発化しているため、それらの市場環境の変化及び顧客ニーズの多様化に柔軟に対応す

ることが経営上の重要な課題であると認識しております。

　当社グループでは、エンターテインメント事業を中心に培ってきた競争優位性及び多

様性を原動力としつつ、事業及び地域の垣根を越えたグループ全体のノウハウを結集す

ることで、開発から保守・運用までの幅広い工程において包括的なサービスを顧客ニー

ズにあわせて提供して参ります。また、新サービスの開発にも積極的に取り組むことで、

付加価値の高いサービスの提供に取り組んで参ります。

(3) サービスの海外展開について

　当社グループは、海外へのサービス展開も持続的な成長を遂げていくためには取り組

まねばならない経営上の重要な課題であると認識しております。

　そのため、当社グループでは、米国、中国、韓国、台湾及びベトナムの海外子会社を

通じて、ゲームのデバッグ及びローカライズサービスや、エンタープライズシステムの

テストサービス等の事業を展開しており、持続的な成長に向けた海外事業基盤の構築に

努めております。

　今後も、高い収益性と成長性が期待される市場に対してサービスを提供することを基

本方針とし、事業運営をグローバルに展開して参ります。
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(4) 事業領域の拡大及び新規事業の推進について

　当社グループでは、エンターテインメント事業を収益の軸としつつも、多様な収益源

による安定的な成長を遂げていくためには、既存の事業領域を拡大するとともに新規事

業を推進することが経営上の重要な課題であると認識しております。

　そのため、M&A等を活用した多角的な事業規模の拡大や独自性を追求した新サービスの

開発に積極的に取り組んで参りました。今後も、新たな事業領域の開拓や新規事業の創

出・発展に注力するとともに、多様な収益源による安定的な事業ポートフォリオの形成

を目指して参ります。

(5) 安定的な財務基盤の維持について

　当社グループでは、強いキャッシュフロー創出力を有するエンターテインメント事業

を中心に高い収益性を維持しており、安定的な配当や自社株買い等の株主還元を実施し

つつ健全な財務体質を維持して参りました。しかしながら、新型コロナウイルスの感染

拡大を背景とする世界的な経済の長期低迷リスク等、外部環境が激変するなか、財務基

盤の強化は従来以上に経営上の重要な課題になっていると認識しております。引き続き

キャッシュフローマネジメントを強化するとともに、必要に応じて金融機関からの資金

調達を含めた機動的な対応を実施するなど、今後とも安定的な財務基盤の確保に努めて

参ります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも引き続きご支援、ご鞭撻を賜りますよう宜しく

お願い申しあげます。

5．財産及び損益の状況

区 分
第4期

2017年3月期
第5期

2018年3月期
第6期

2019年3月期

第7期
(当連結会計年度)
2020年3月期

売 上 高(千円) 15,444,767 17,353,218 19,254,610 21,138,200

経 常 利 益(千円) 1,997,288 1,782,618 1,651,281 1,372,376

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 795,068 1,200,174 1,575,576 792,130

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 35.58 55.14 72.13 36.31

総 資 産(千円) 7,651,602 8,575,286 9,832,330 10,637,014

純 資 産(千円) 2,858,499 3,570,132 5,012,666 5,438,469

1 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 119.96 154.61 219.06 228.62

（注）1．1株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。

2．当社は、2016年10月1日付けで普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っております。これ

に伴い、第4期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、1株当たり当期純利益及び1株当た

り純資産額を算定しております。

3．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。ただし、1株当たり当期純利益及び1株当た

り純資産額については小数点第3位を四捨五入して表示しております。
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6．重要な親会社及び子会社の状況

(1) 親会社との関係

　該当事項はありません。

(2) 重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の

出資比率
主要な事業内容

株式会社デジタルハーツ 276百万円 100.0％
デバッグ、システムテスト、
システムの受託開発、セキュ
リティ等

DIGITAL HEARTS USA Inc. 1,464千米ドル 100.0％ ローカライズ等

DIGITAL HEARTS（Shanghai）Co., Ltd. 6百万人民元 100.0％ デバッグ、ローカライズ等

Aetas株式会社 89百万円 60.0％ ゲーム情報サイトの運営等

株式会社フレイムハーツ 60百万円 100.0％
ゲームの受託開発及びグラフ
ィック制作

株式会社デジタルハーツネットワークス 10百万円
100.0％

(100.0％)
インターネット通信関連

株式会社エイネット 40百万円 100.0％ システムテスト等

Orgosoft Co., Ltd. 50百万ウォン 100.0％ デバッグ、ローカライズ等

DIGITAL HEARTS GNT VIET NAM
COMPANY LIMITED

2,000百万ドン
51.0％
(51.0％)

システムテスト等

LOGIGEAR CORPORATION 5,759千米ドル 51.0％ システムテスト等

LOGIGEAR VIETNAM CO., LTD. 3,000百万ドン
51.0％

(51.0％)
システムテスト等

株式会社ロジギアジャパン 9百万円
75.0％

(26.0％)
システムテスト等

株式会社レッドチーム・テクノロジーズ 40百万円 60.0％
ホワイトハッカーサービスの
提供等

Digital Hearts Linguitronics 
Taiwan Co., Ltd.

5,000千台湾ドル
55.0％

(55.0％)
ローカライズ等

（注）1．「当社の出資比率」欄の（　）内は、間接所有割合（内数）であります。

2．LOGIGEAR CORPORATION、LOGIGEAR VIETNAM CO., LTD.、株式会社ロジギアジャパンは、2019年8

月1日付けで株式を取得し、子会社と致しました。

3．株式会社レッドチーム・テクノロジーズは、2019年11月20日付けで設立したことにより子会社と

なりました。

4．Digital Hearts Linguitronics Taiwan Co., Ltd.は、当社の連結子会社が2020年2月28日付けで

株式を取得したことにより子会社となりました。

5．株式会社デジタルハーツネットワークスは、当社の連結子会社が2020年3月31日付けで全株式を

取得したことにより、完全子会社となりました。
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(3) 事業年度末日における特定完全子会社の状況

会社名 住所
帳簿価額の

合計額
当社の

総資産額

株式会社デジタルハーツ 東京都新宿区西新宿三丁目20番2号 2,279,300千円 6,525,444千円

7．主要な事業内容（2020年3月31日現在）

事　業 主要サービス

エンターテインメント事業
コンソールゲーム、モバイルゲーム、アミューズメント機器等のエンタ

ーテインメント向けコンテンツを対象に以下のサービスを提供

デバッグ

主に、コンソールゲーム、モバイルゲーム、アミューズメント機器を対

象に、ソフトウェアの不具合をユーザー目線で検出し顧客企業に報告す

るデバッグサービス及び翻訳・ローカライズサービス

クリエイティブ
ゲーム開発や2D/3Dグラフィック制作等、コンテンツ制作におけるクリ

エイティブ領域全般にわたる制作サポートサービス

メディア及びその他
日本最大級の総合ゲーム情報サイト「4Gamer.net」等の運営やカスタマ

ーサポートサービス等

エンタープライズ事業 エンタープライズシステムを対象に以下のサービスを提供

システムテスト
Webシステムや業務システム等のエンタープライズシステムの不具合を

検出するサービス

ITサービス・セキュリティ システムの受託開発やITサポート、セキュリティ等のサービス

8．主要な事業所等（2020年3月31日現在）

(1) 当社

名 称 所 在 地

本社 東京都新宿区
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(2) 子会社

名 称 所 在 地

株式会社デジタルハーツ 東京都新宿区

Aetas株式会社 東京都中央区

株式会社フレイムハーツ 東京都港区

株式会社デジタルハーツネットワークス 東京都新宿区

株式会社エイネット 長野県上田市

DIGITAL HEARTS USA Inc. 米国

DIGITAL HEARTS（Shanghai）Co., Ltd. 中国

Orgosoft Co., Ltd. 韓国

DIGITAL HEARTS GNT VIET NAM COMPANY LIMITED ベトナム

LOGIGEAR CORPORATION 米国

LOGIGEAR VIETNAM CO., LTD. ベトナム

株式会社ロジギアジャパン 東京都新宿区

株式会社レッドチーム・テクノロジーズ 東京都新宿区

Digital Hearts Linguitronics Taiwan Co., Ltd. 台湾

9．従業員の状況（2020年3月31日現在）

セグメントの名称 従業員数（名） 前連結会計年度末比増減（名）

エ ン タ ー テ イ ン メ ン ト 事 業 552 〔3,416〕 △3 〔155〕

エ ン タ ー プ ラ イ ズ 事 業 619 〔103〕 406 〔58〕

全 社 （ 共 通 ） 159 〔62〕 65 〔18〕

合計 1,330 〔3,581〕 468 〔231〕

（注）1．従業員数は就業人員であります。

2．従業員数欄の〔　〕内には、臨時従業員の年間平均雇用人員を外数で記載しております。

3．臨時従業員には常用のアルバイト及び派遣社員を含んでおります。

4．全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない管理部門等の従業員であります。
 

5．従業員数が前連結会計年度末と比べて468名増加しましたのは、2019年8月1日付けでLOGIGEAR 

CORPORATIONを連結子会社化したためであります。

10．主要な借入先（2020年3月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,500,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 600,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 300,000千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 100,000千円
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Ⅱ．会社の株式に関する事項（2020年3月31日現在）

1．発行可能株式総数 76,800,000株

2．発行済株式の総数 23,890,800株（自己株式2,360,727株を含みます。）

3．株主数 7,608名

4．大株主

株 主 名 持株数（株） 持株比率（％）

宮 澤 栄 一 7,678,791 35.67

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社
（ 信 託 口 ）

3,273,500 15.20

Ａ － １ 合 同 会 社 1,324,900 6.15

Ａ＆Ｇ共創投資第１号投資事業有限責任組合 1,095,983 5.09

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 552,500 2.57

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（ 信 託 口 5 ）

209,100 0.97

若 狹 泰 之 200,000 0.93

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE IEDU UCITS 
CLIENTS NON LENDING 15 PCT TREATY ACCOUNT

193,700 0.90

STATE STREET CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM44 182,400 0.85

玉 塚 元 一 143,392 0.67

（注）当社は、自己株式2,360,727株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株

比率は自己株式を控除して計算しております。
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Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項

1．当事業年度末日において当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約

権等の状況

該当事項はありません。

2．当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況

該当事項はありません。

3．その他新株予約権等に関する重要な事項

 (1)当社役員

　　該当事項はありません。

 (2)その他新株予約権等に関する重要な事項

2018年6月1日発行の第4回～第6回新株予約権の内容

第 4 回 新 株 予 約 権 第 5 回 新 株 予 約 権 第 6 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 の 日 2018年5月16日 2018年5月16日 2018年5月16日

新 株 予 約 権 の 総 数 20,000個 14,000個 6,800個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類

普通株式 普通株式 普通株式

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 数

2,000,000株
(新株予約権1個につき

100株）

1,400,000株
(新株予約権1個につき

100株）

680,000株
(新株予約権1個につき

100株）

新 株 予 約 権 の 発 行 価 額
新株予約権1個につき

424円
新株予約権1個につき

241円
新株予約権1個につき

222円

新 株 予 約 権 の 行 使 価 額
新株予約権1個につき

2,100円
新株予約権1個につき

3,000円
新株予約権1個につき

3,850円

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間
自　2018年6月4日
至　2021年6月3日

自　2018年6月4日
至　2021年6月3日

自　2018年6月4日
至　2021年6月3日

（注）当社は、割当先であるドイツ銀行ロンドン支店との間で、第4回～第6回新株予約権に係る新株予約

権買取契約（以下「本買取契約」といいます。）を締結しております。本買取契約において、当社

が割当先に対して、割当先が第4回～第6回新株予約権の全部又は一部を行使することができない期

間を指定することができる旨定められております。また、本買取契約において、第4回～第6回新株

予約権の譲渡の際に当社取締役会の承認が必要である旨定められております。
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Ⅳ．会社役員に関する事項

1．取締役及び監査役の氏名等（2020年3月31日現在）

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 玉 塚 元 一

CEO

株式会社デジタルハーツ代表取締役社長

株式会社エードット社外取締役、ラクスル株式会社社外

取締役、トランスコスモス株式会社社外取締役

取 締 役 会 長 宮 澤 栄 一

取 締 役 筑 紫 敏 矢

CFO

株式会社デジタルハーツ取締役管理本部長

株式会社フレイムハーツ代表取締役社長

取 締 役 二 宮 康 真 株式会社デジタルハーツ取締役副社長

取 締 役 柳 谷 　 孝

株式会社アルファシステムズ社外取締役、昭和産業株式

会社社外取締役、学校法人明治大学理事長、学校法人中

野学園理事長

取 締 役 石 綿 　 学

森・濱田松本法律事務所パートナー弁護士、ゼビオホー

ルディングス株式会社社外取締役、株式会社ユナイテッ

ドアローズ社外取締役

常 勤 監 査 役 伊 達 将 英

監 査 役 風 間 啓 哉

監 査 役 髙 井 峰 雄

監 査 役 二 川 敏 文
 

（注）1．取締役柳谷孝氏及び石綿学氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。なお、両

氏は、東京証券取引所の定める独立性の基準を満たしており、柳谷孝氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。石綿学氏は、同氏が所属する法

律事務所の内規に基づき同取引所には届け出ておりません。

2．監査役髙井峰雄氏及び二川敏文氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。なお、

両氏につきましては、東京証券取引所に対し、いずれも独立役員として届け出ております。

3．常勤監査役伊達将英氏は、株式会社デジタルハーツでの経理経験を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。

4．監査役風間啓哉氏は、公認会計士及び税理士の資格を有し、当社及び当社グループ会社における

財務経理部門の責任者を務めるなど、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

5．監査役髙井峰雄氏及び二川敏文氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しております。
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2．取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

6名
（2名）

235,298千円
（12,500千円）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

4名
（2名）

18,211千円
（7,236千円）

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

10名
（4名）

253,509千円
（19,736千円）

 
（注）1．取締役の報酬等の額には、譲渡制限付株式の付与による報酬額として、132,893千円が含まれて

おります。

2．当社は、取締役の報酬等の決定方針及び手続について、過半数の社外取締役で構成される指名報

酬委員会が答申を行い、取締役会は、かかる答申を最大限に尊重し決定しております。

3．取締役の報酬限度額は、2016年6月29日開催の第3回定時株主総会において報酬の総額を年額3億

4,000万円以内（うち社外取締役分は年額3,000万円以内、ただし、使用人兼務取締役の使用人分

の給与を含まない）と決議いただいております。また、これとは別枠で取締役に対する譲渡制限

付株式の付与のための報酬額は、2017年6月27日開催の第4回定時株主総会において年額2億6,000

万円以内（うち社外取締役分は年額2,000万円以内、ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給

与を含まない）と決議いただいております。

4．監査役の報酬限度額は、2016年6月29日開催の第3回定時株主総会において報酬の総額を年額

2,400万円以内と決議いただいております。

3．社外役員に関する事項

(1) 重要な兼職先と当社との関係

区　分 氏　名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係

社外取締役 柳 谷 　 孝

株式会社アルファ

システムズ
社外取締役

当社と同社との間には特別

な関係はありません。

昭和産業株式会社 社外取締役
当社と同社との間には特別

な関係はありません。

学校法人明治大学 理事長
当社と同法人との間には特

別な関係はありません。

学校法人中野学園 理事長
当社と同法人との間には特

別な関係はありません。

社外取締役 石 綿 　 学

森・濱田松本法律事

務所

パートナー

弁護士

当社は、同氏が所属する法

律事務所との間で法律顧問

契約を締結しております

が、その報酬金額は同法律

事務所の売上高及び当社連

結売上高の各1％未満であ

ります。

ゼビオホールディ

ングス株式会社
社外取締役

当社と同社との間には特別

な関係はありません。

株式会社ユナイテ

ッドアローズ
社外取締役

当社と同社との間には特別

な関係はありません。
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(2) 当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 柳 谷 　 孝
当事業年度開催の取締役会16回中16回出席し、会社経営者として

の豊富な経験に基づく知見等をもとに、意見を述べております。

社外取締役 石 綿 　 学
当事業年度開催の取締役会16回中16回出席し、弁護士としての専

門的知見等をもとに、意見を述べております。

社外監査役 髙 井 峰 雄

当事業年度開催の取締役会には16回中16回、監査役会には12回中

12回出席し、金融機関での勤務を通じて培った知見等をもとに、

意見を述べております。

社外監査役 二 川 敏 文

当事業年度開催の取締役会には16回中16回、監査役会には12回中

12回出席し、金融機関での勤務を通じて培った知見等をもとに、

意見を述べております。

(3) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423

条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責

任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

Ⅴ．会計監査人の状況

1．会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

2．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 37,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合
計額

37,000千円

（注）1．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま

え、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計

監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会

計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の同意を行っております。

2．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係

る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

3．当社の会計監査人に対する監査報酬の決定方針について、特に定めはありませんが、監査日数及

び業務の内容等を総合的に勘案し決定しております。
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3．非監査業務の内容

　該当事項はありません。

4．子会社の監査に関する事項

　当社の子会社であるDIGITAL HEARTS（Shanghai）Co., Ltd.、DIGITAL HEARTS GNT VIET 

NAM COMPANY LIMITED、LOGIGEAR CORPORATION及びLOGIGEAR VIETNAM CO., LTD.は、当社の

会計監査人以外の公認会計士又は監査法人による監査を受けております。

5．責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第1項の規定に基づき、

同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく

賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

6．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを決定致します。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任致します。この場合、

監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査

人を解任した旨と解任の理由を報告致します。

7．現に受けている業務停止処分に関する事項

　該当事項はありません。

8．過去2年間に受けた業務停止処分に関する事項

　該当事項はありません。

9．辞任した会計監査人又は解任された会計監査人に関する事項

　該当事項はありません。
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Ⅵ．会社の体制及び方針

1．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

　内部統制システムの構築の基本方針について取締役会で決議した内容は以下のとおりで

あります。

(1) 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制

①　当社及びグループ会社は、「グループコンプライアンスガイドライン」に基づき、

当社及びグループ会社の取締役、使用人の職務の執行が、法令、定款はもとより社会

規範、企業倫理、社内規程に適合することを確保し、適正かつ健全に遂行されるため

の体制を構築するものとする。

②　当社は、グループ全体で遵守意識の醸成を図るべく、当社グループの役職員を対象

に、コンプライアンス研修を実施する。

③　当社及びグループ会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団

体に対しては、法律に則して断固たる行動をとるものとし、一切の関係を遮断し、そ

れらの活動を助長するような行為を行わないものとする。

④　当社及びグループ会社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その

他の法令等に基づき、内部統制を整備・運用するものとする。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　当社は、取締役の職務執行に係る情報について、文書または電磁的媒体に記録し、

法令及び社内規程等に従い、適切に保存、管理するものとする。

②　取締役及び監査役から閲覧の要請があった場合には、すみやかに閲覧に供すること

とする。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社は、グループの経営に損失を及ぼすおそれのあるリスクについては、「グルー

プリスクマネジメント規程」に基づき対応を図るとともに、特に重大なリスクについ

ては、取締役会、リスクマネジメント委員会等において対処方針を検討し、的確に把

握し、管理するものとする。

②　当社は、重大なリスクが顕在化した場合には、当社の社長または当社の社長が指名

する者を責任者とする緊急対策チームを設置し、適時、適切に対応策を講じるものと

する。

③　グループ会社は、各社のリスク管理体制及び危機管理体制を適切に整備するものと

する。
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(4) 当社の取締役及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

①　当社は、グループ全体にかかる経営戦略やグループ経営の根幹となる基本方針等を

策定し、グループ会社の取締役会等を通じて、グループ会社への指導及びグループ全

体での進捗状況の定期的な確認を行い、グループ会社は、当該戦略及び基本方針等に

基づき、事業計画の立案、実施を行うものとする。

②　当社は、グループにおける指揮命令系統、権限及びその他の組織に関する基準を定

め、グループ会社は、これに準拠した規程や体制の整備を行うものとする。

(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　当社は、「関係会社管理規程」を定め、同規程及び法令等に基づきグループ会社の

状況に応じて適切な管理、指導を行うとともに、グループ会社における重要事項の決

定を当社取締役会の付議及び承認事項とする。

②　当社は、グループ会社の取締役等を通じて、グループ全体における意思統一及びグ

ループ会社に対する指示・監督を行うものとする。

③　当社は、グループ会社に役員を派遣し、監視・監督を行うとともに、当社の内部監

査部門は、監査役と連携を図りながら、当社及びグループ会社に対する法令、社内規

程等への適合性の観点から、当社及びグループ会社の監査を実施する等、監査体制の

強化を図るものとする。

④　当社は、内部監査部門及び監査役を窓口として、当社グループの役職員が、当社及

びグループ会社のコンプライアンスについて、直接通報できるグループ内部通報制度

を構築するものとする。

⑤　グループ会社は、当社の定める「関係会社管理規程」に基づき、重要な情報は当社

の社長を通じ、その他営業及び事業の進捗状況、月次決算書、その他グループ会社の

業務全般に関する事項については、定期的に当社の管理部門を通じて、当社に報告を

行うものとする。

(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人（補助使用人）を置くことを求めた場合

における当該使用人に関する事項、当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する

事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①　当社は、当社の監査役が補助使用人を置くことを求めた場合、専任または兼任によ

る使用人を置くものとする。

②　補助使用人は、当社の就業規則に従うが、指揮命令権は当社の監査役に属するもの

とし、異動、人事考課、懲戒等の人事事項については、当社の監査役の同意を得た上

で決定するものとする。
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(7) 当社の監査役に報告するための体制

①　当社の取締役及び使用人は、当社の監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供

を行うものとする。

②　当社及びグループ会社の取締役、使用人は、当社の監査役に対し、法定の事項はも

とより、当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の状況、グループ内部通

報制度による通報状況等を報告するものとする。

(8) 当社の監査役への報告をした者が当該報告を理由として不利な取扱いを受けないこと

を確保するための体制

　当社は、当社の監査役への報告を行った当社及びグループ会社の取締役、使用人に

対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止するものと

し、当社及びグループ会社の取締役、使用人に周知徹底するものとする。

(9) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該

職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

①　当社の監査役がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払等の請求をした

ときは、当該請求に係る費用等が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明し

た場合を除き、すみやかに当該請求に係る費用等を処理するものとする。

②　当社の取締役は、当社の監査役の職務の執行に要する費用等については、監査の実

効性を担保するべく予算確保の措置をとるものとする。

(10) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　当社の監査役は、当社及びグループ会社の取締役、重要な使用人等から必要に応じ

て意見聴取を行うものとする。

②　当社の監査役は、当社及びグループ会社の取締役と定期的な会合を行うものとする。

③　当社の監査役は、当社及びグループ会社の重要会議に出席し、重要事項の審議、報

告状況を確認しうるものとする。

④　当社の監査役は、内部監査部門及び会計監査人と定期的に情報交換、意見交換を行

い、相互に連携して監査を実施するものとする。
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2．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　上記の内部統制システムの、当社第7期事業年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）

における主な運用状況は以下のとおりとなります。

(1) コンプライアンスに対する取り組み

　当社のコンプライアンスに対する取り組みは、「グループコンプライアンスガイドラ

イン」に基づき、当社及びグループ会社にてコンプライアンス委員会やその他会議等を

通じて、コンプライアンスに係る情報共有の他、研修を通じ、当社及びグループ会社の

取締役のコンプライアンス意識の向上を図っております。

　また、当社はグループ内部通報制度により、グループ全体を対象とした通報体制を設

けており、コンプライアンスの実効性向上に努めております。

(2) 損失の危険及びリスクの管理に対する取り組み

　当社グループ全体のリスク管理に対する取り組みについては、当社及びグループ会社

にてリスクマネジメント委員会やその他会議等を通じて、リスクの把握、評価等、管理

を行っております。

(3) 職務執行の適正及び効率性の確保に対する取り組み

　当社の取締役会は、独立社外取締役2名を含む取締役6名、社外監査役2名を含む監査役

4名で構成されております。当社第7期事業年度（2019年4月1日から2020年3月31日まで）

においては、取締役会が16回開催され、取締役の職務執行状況の確認、各グループ会社

の業務状況の確認、当社及びグループ会社の業績の分析等を審議し、当社及びグループ

会社の取締役の職務執行の状況等についての監督を行っております。また、当社の定め

る「関係会社管理規程」及び各グループ会社の定める権限規程等に基づき、グループ会

社における経営上の重要な意思決定事項については、当社からの派遣役員が適切に関与

するとともに、当社取締役会においても付議及び承認を行っております。

(4) 監査役の職務の執行について

　監査役は、監査計画に基づき、当社取締役会、委員会、各子会社の主要会議等に出席

し、重要事項の審議、報告状況を確認し、監査役会にて情報共有しております。また、

内部監査部門と連携した業務監査や、役職員との面談等を通じ、幅広くリスクの把握に

努めるとともに、会計監査人と定期的な打合せを行っております。
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3．会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針に

ついては、特に定めておりません。

4．親会社等との間の取引に関する事項

　該当事項はありません。

5．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様への継続的かつ安定的な利益還元を経営の重要な課題の一つとして

位置付け、事業成長投資と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、配当性

向20％を下限の目途として配当を行うことを基本方針としております。また、当社の剰余

金の配当は、中間配当及び期末配当の年2回を基本的な方針とし、機動的な実行を可能とす

るため、いずれも取締役会決議により決定する旨を定款に定めております。

　このような基本方針に基づき、当期の剰余金の配当につきましては、1株当たりの年間配

当金14円00銭(中間配当金7円00銭、期末配当金7円00銭)となりました。また、次期の剰余

金の配当につきましては、1株当たりの年間配当金14円00銭(中間配当金7円00銭、期末配当

金7円00銭)を予定しております。

　なお、配当後の内部留保資金につきましては、既存事業のさらなる充実、新規事業への

投資資金として有効活用し、持続的な業績の向上、株主資本利益率の維持・向上に努め、

企業価値のさらなる増大を図って参ります。

期末配当に関する事項

①　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式1株につき金7円00銭　総額150,710,511円

②　剰余金の配当が効力を生じる日

2020年6月24日

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　貸　借　対　照　表

（2020年3月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

7,453,227

3,739,104

2,985,211

165,046

43,005

214,147

346,384

△39,673

3,183,787

579,192

376,671

1,930

176,598

17,568

6,424

1,379,280

1,027,617

351,663

1,225,313

192,839

251,257

728,696

62,038

△9,519

（ 負  債  の  部 ）

流 動 負 債 5,134,811

短 期 借 入 金 2,546,384

リ ー ス 債 務 1,768

未 払 金 507,165

未 払 費 用 903,379

未 払 法 人 税 等 550,653

未 払 消 費 税 等 441,233

賞 与 引 当 金 44,153

そ の 他 140,072

固 定 負 債 63,734

リ ー ス 債 務 4,930

退職給付に係る負債 43,361

資 産 除 去 債 務 13,714

そ の 他 1,727

負 債 合 計 5,198,545

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 4,898,105

資 本 金 300,686

資 本 剰 余 金 355,735

利 益 剰 余 金 6,904,318

自 己 株 式 △2,662,635

その他の包括利益累計額 24,202

その他有価証券評価差額金 168

為 替 換 算 調 整 勘 定 24,033

新 株 予 約 権 13,363

非 支 配 株 主 持 分 502,797

純 資 産 合 計 5,438,469

資 産 合 計 10,637,014 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,637,014

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 24 －

連結貸借対照表



連　結　損　益　計　算　書

( 2019年4月 1日から
2020年3月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 21,138,200

売 上 原 価 15,566,267

売 上 総 利 益 5,571,932

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,177,866

営 業 利 益 1,394,065

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,350

投 資 事 業 組 合 運 用 益 1,205

助 成 金 収 入 5,134

そ の 他 15,015 22,705

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,356

社 債 償 還 損 15,258

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 5,968

為 替 差 損 5,346

支 払 手 数 料 5,864

そ の 他 6,600 44,394

経 常 利 益 1,372,376

特 別 損 失

事 務 所 移 転 費 用 16,002

事 業 撤 退 損 37,414

減 損 損 失 22,527 75,944

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,296,432

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 547,721

法 人 税 等 調 整 額 △48,496 499,224

当 期 純 利 益 797,207

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 5,077

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 792,130

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2019年4月 1日から
2020年3月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 300,686 366,598 6,408,407 △2,311,908 4,763,783

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △296,218 △296,218

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

792,130 792,130

自 己 株 式 の 取 得 △500,047 △500,047

自 己 株 式 の 処 分 △9,462 149,320 139,858

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△1,400 △1,400

当 期 変 動 額 合 計 ― △10,862 495,911 △350,726 134,322

当 期 末 残 高 300,686 355,735 6,904,318 △2,662,635 4,898,105

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 323 27,839 28,162 13,363 207,356 5,012,666

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △296,218

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

792,130

自 己 株 式 の 取 得 △500,047

自 己 株 式 の 処 分 139,858

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△154 △3,805 △3,960 295,440 290,080

当 期 変 動 額 合 計 △154 △3,805 △3,960 ― 295,440 425,802

当 期 末 残 高 168 24,033 24,202 13,363 502,797 5,438,469

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

1．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

2．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数　14社

（主要な会社等の名称）

株式会社デジタルハーツ

DIGITAL HEARTS USA Inc.

DIGITAL HEARTS（Shanghai）Co., Ltd.

Aetas株式会社

株式会社フレイムハーツ

株式会社デジタルハーツネットワークス

株式会社エイネット

Orgosoft Co., Ltd.

DIGITAL HEARTS GNT VIET NAM COMPANY LIMITED

LOGIGEAR CORPORATION

LOGIGEAR VIETNAM CO., LTD.

株式会社ロジギアジャパン

株式会社レッドチーム・テクノロジーズ

Digital Hearts Linguitronics Taiwan Co., Ltd.

　当連結会計年度において、システムテスト事業を展開するLOGIGEAR CORPORATION、LOGIGEAR 

VIETNAM CO., LTD.、株式会社ロジギアジャパン、及び台湾においてローカライズ事業を展開する

Digital Hearts Linguitronics Taiwan Co., Ltd.の4社を株式取得により子会社化したため、連結の

範囲に含めております。

　また、ホワイトハッカーサービスの提供等を目的として株式会社レッドチーム・テクノロジーズを

新たに設立し、連結の範囲に含めております。

②主要な非連結子会社の名称等

株式会社デジタルハーツプラス

（連結の範囲から除いた理由）

　総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が連結計

算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①持分法を適用した非連結子会社数

該当事項はありません。
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②持分法を適用した関連会社数

1社

（主要な会社等の名称）

株式会社ZEG

（持分法の適用の手続について特に記載すべき事項）

　持分法適用会社は、決算日が連結決算日と異なるため、連結決算日に実施した仮決算に基づく計算

書類を使用しております。

③持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

持分法非適用非連結子会社

（主要な会社等の名称）

株式会社デジタルハーツプラス

（持分法を適用しない理由）

　当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が連結計算書類に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないためであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、DIGITAL HEARTS（Shanghai）Co., Ltd.、Orgosoft Co., Ltd.及びDIGITAL HEARTS 

GNT VIET NAM COMPANY LIMITEDの決算日は12月31日であります。これらの会社については、連結決算

日に実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

　連結子会社のうち、LOGIGEAR CORPORATION、LOGIGEAR VIETNAM CO., LTD.、株式会社ロジギアジャ

パンの決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用

し、連結決算日との間に発生した連結子会社間の重要な取引については連結上必要な調整を行ってお

ります。

　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

（ⅰ）有価証券

満期保有目的の債券

　原価法

その他有価証券

a 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定）によっております。

b 時価のないもの

主として移動平均法による原価法によっております。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第2条第2項

により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま

す。
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（ⅱ）たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

a 商品

移動平均法

b 仕掛品

個別法

c 貯蔵品

先入先出法

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

（ⅰ）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、2016年4月1日以後に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

a 建物 3～18年

b 車両運搬具 6年

c 工具、器具及び備品 3～20年

（ⅱ）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）、市場販売目

的のソフトウェアについては見込有効期間（3年以内）に基づく定額法を採用しております。

（ⅲ）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

③重要な引当金の計上基準

（ⅰ）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権及び破産更生債権等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

（ⅱ）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

④退職給付に係る会計処理の方法

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

⑤収益及び費用の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては、工

事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。
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⑥その他連結計算書類作成のための重要な事項

（ⅰ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、為替差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

（ⅱ）消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

（ⅲ）のれんの償却方法及び償却期間

　3年から10年間の定額法により償却しております。

3．連結貸借対照表に関する注記

(1) たな卸資産の内訳

商品 7,147千円

仕掛品 35,135千円

貯蔵品 721千円

合計 43,005千円

(2) 資産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産 746,821千円

建物 210,467千円

車両運搬具 4,075千円

工具、器具及び備品 493,343千円

リース資産 38,934千円

4．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

普通株式（株） 23,890,800 ― ― 23,890,800

自己株式

普通株式（株） 2,016,206 474,743 130,222 2,360,727

（変動事由の概要）

自己株式数の増加の内訳は、以下のとおりであります。

2019年11月11日の取締役会決議による自己株式の取得 474,700株

単元未満株式の買取りによる増加 43株

自己株式数の減少の内訳は、以下のとおりであります。

2019年7月26日の取締役会決議による自己株式の処分 130,222株
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(2) 配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年5月10日
取締役会

普通株式 142,184 6.50 2019年3月31日 2019年6月24日

2019年11月11日
取締役会

普通株式 154,033 7.00 2019年9月30日 2019年12月4日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年5月19日
取締役会

普通株式 利益剰余金 150,710 7.00 2020年3月31日 2020年6月24日

(3) 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 4,080,000株

5．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、合理的な理由がある場合を除いて、原則として安全性の高

い金融資産で余資運用し、投機的な取引は行わない方針であります。また、資金調達については原則

として、運転資金及び少額の設備投資資金は自己資金で賄い、その他多額の資金を要する投資等に関

しては、主に銀行等の金融機関からの借入及び社債等により調達する方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

（ⅰ）営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

については、与信管理規程等に基づき、顧客企業の信用状況を定期的に把握するとともに、債

権残高を随時把握することを通じてリスクの軽減を図っております。

（ⅱ）投資有価証券はその他有価証券であり、流動性リスク及び市場価格の変動リスク等に晒され

ておりますが、定期的に時価や発行体等の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直して

おります。

（ⅲ）敷金及び保証金は主に事業所の賃借に伴う敷金及び保証金であります。これらは差入れ先の

信用リスク等に晒されておりますが、賃貸借契約の際に差入れ先の信用状況を把握するととも

に、適宜信用状況の把握に努めております。

（ⅳ）営業債務であるリース債務、未払金、未払法人税等及び未払消費税等は、そのほとんどが１

年以内の支払期日であります。これらは、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループ

ではキャッシュ・フローの予算管理等を通じて、当該リスクを軽減しております。

（ⅴ）借入金は金利の変動リスク及び流動性リスクに晒されておりますが、借入期間を短期間とす

ることにより金利変動に機動的に対応できるようにするとともに、金利動向等を随時把握する

ことで、リスク管理を行っております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりとなっております。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 3,739,104 3,739,104 ―

②受取手形及び売掛金 ※１ 2,946,430 2,946,430 ―

③未収還付法人税等 214,147 214,147 ―

④有価証券及び投資有価証券

（ⅰ）満期保有目的の債券 165,046 165,046 ―

（ⅱ）その他有価証券 49,144 49,144 ―

⑤敷金及び保証金 728,696 710,273 △18,423

⑥短期借入金 （2,546,384） （2,546,384） ―

⑦未払金 （507,165） （507,165） ―

⑧未払法人税等 （550,653） （550,653） ―

⑨未払消費税等 （441,233） （441,233） ―

⑩リース債務（1年内返済予定含む） （6,699） （6,680） △19

（※1）受取手形及び売掛金につきましては、貸倒引当金を控除しております。

（※2）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、並びに③未収還付法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

－ 32 －

連結注記表



④有価証券及び投資有価証券

時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。ただし、短期間に決済されるものについては、時価が帳簿価額に近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

（ⅰ）満期保有目的の債券

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

その他 165,046 165,046 ―

合計 165,046 165,046 ―

（ⅱ）その他有価証券

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

その他 49,144 49,154 △10

合計 49,144 49,154 △10

⑤敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現

在価値により算定しております。

⑥短期借入金、⑦未払金、⑧未払法人税等、並びに⑨未払消費税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

⑩リース債務

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資事業有限責任組合への出資 605

非上場株式 121,670

非連結子会社及び関連会社株式 21,418

（※）これらにつきましては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるため「④有価証券及び投資有価証券」には含めてお

りません。また、当該投資事業有限責任組合への出資には、当該投資事業組合が保有する「その他

有価証券」に対する時価評価額（持分相当額154千円）を含んでおります。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 3,739,104 ― ― ―

受取手形及び売掛金 2,985,211 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 165,046 ― ― ―

その他有価証券のうち満期がある

もの（投資事業有限責任組合への

出資）（※）

― 605 ― ―

合計 6,889,363 605 ― ―

（※）無限責任社員の判断により運用期間が2年延長となる可能性があります。

（注4）短期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

5年以内
5年超

短期借入金 2,546,384 ― ― ― ― ―

リース債務 1,768 4,930 ― ― ― ―

合計 2,548,152 4,930 ― ― ― ―
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6．1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 228円62銭

1株当たり当期純利益 36円31銭

（注）1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、潜在株式調整後1株

当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

1株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 792,130

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
（千円）

792,130

普通株式の期中平均株式数（株） 21,815,369

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） ―

普通株式増加数（株） ―

（うち転換社債型新株予約権付社債（株）） ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要

2018年5月16日開催の取締役会に基づく第4回
新株予約権

新株予約権の個数 20,000個

（普通株式　2,000,000株）

2018年5月16日開催の取締役会に基づく第5回
新株予約権

新株予約権の個数 14,000個

（普通株式　1,400,000株）

2018年5月16日開催の取締役会に基づく第6回
新株予約権

新株予約権の個数 6,800個

（普通株式　680,000株）

7．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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8．事業撤退損に関する注記

　当社グループは、ベトナムにおける事業統合に伴いDIGITAL HEARTS GNT VIET NAM COMPANY LIMITED

の事業撤退損を計上しております。

その内訳は次のとおりであります。

違約金 20,000千円

その他諸費用 2,309千円

合計 22,309千円

　当社グループは、回線事業撤退に伴い株式会社デジタルハーツネットワークスの事業撤退損を計上

しております。

その内訳は次のとおりであります。

債権未回収 14,344千円

その他諸費用 760千円

合計 15,104千円

9．事業移転費用及び減損損失に関する注記

　当社グループは、新宿Lab.(ラボ)閉鎖に伴い、事務所移転費用及び減損損失を計上しております。

その内訳は次のとおりであります。

事務所移転費用 16,002千円

減損損失 22,527千円

合計 38,529千円

なお、減損損失の内容は次のとおりであります。

①減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類
金額

（千円）

東京都渋谷区
（株式会社デジタルハーツ）

事業用資産
建物、工具、
器具及び備品

22,527

合計 22,527

②減損損失に至った経緯

新宿Lab.(ラボ)閉鎖に伴い、減損損失を認識しております。

③減損損失の内訳

建物 14,991千円

工具、器具及び備品 7,535千円

合計 22,527千円

④グルーピングの方法

　当社グループは減損会計の適用にあたり、事業単位を基準とした管理会計の区分に従って資産グル

ーピングしております。
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⑤回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は使用価値を零として減損損失を測定しております。

10．企業結合等に関する注記

（取得による企業結合）

　当社は、2019年7月29日開催の取締役会決議に基づき、米国LOGIGEAR CORPORATIONの株式取得及び同社

が実施する第三者割当増資を引き受けたことにより、2019年8月1日付けで子会社化しました。

(1) 企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 LOGIGEAR CORPORATION

事業の内容 システムテスト事業、テスト自動化支援、システム開発事業等

②企業結合を行った主な理由

テスト自動化等のノウハウ及びテストエンジニアの確保

③企業結合日

2019年8月1日（みなし取得日2019年9月30日）

④企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得及び第三者割当増資の引き受けによる株式取得

⑤企業結合後企業名称

変更ありません。

⑥取得した議決権比率

51％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

(2) 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間

2019年10月1日から2019年12月31日まで

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価（現金及び預金） 886,344千円

取得原価 886,344千円

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用・手数料等 82,842千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

618,563千円

②発生原因

主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
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(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容

流動資産 697,507千円

固定資産 61,163千円

資産合計 758,670千円

流動負債 205,700千円

固定負債 6,758千円

負債合計 212,458千円

(7) 企業結合が連結会計年度の開始日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高 654,507千円

営業利益 △98,356千円

（概算額の算定方法）

　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業

の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。また、企業

結合時に認識されたのれんが、当連結会計年度開始の日に発生したものとして償却額を算定しておりま

す。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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貸　借　対　照　表

（2020年3月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

未 収 入 金

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,051,314

366,647

65,829

396,989

197,558

24,289

5,474,130

113,097

72,057

1,930

39,109

70,210

11,547

58,662

5,290,822

170,420

4,401,411

1,859,700

117,037

200,906

△1,458,654

（ 負  債  の  部 ）

流 動 負 債 2,623,206

短 期 借 入 金 2,500,000

未 払 金 64,607

未 払 費 用 6,854

未 払 法 人 税 等 5,575

預 り 金 7,670

賞 与 引 当 金 7,733

そ の 他 30,764

負 債 合 計 2,623,206

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,888,706

資 本 金 300,686

資 本 剰 余 金 3,065,590

資 本 準 備 金 300,686

そ の 他 資 本 剰 余 金 2,764,904

利 益 剰 余 金 3,185,064

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,185,064

繰 越 利 益 剰 余 金 3,185,064

自 己 株 式 △2,662,635

評 価 ・ 換 算 差 額 等 168

その他有価証券評価差額金 168

新 株 予 約 権 13,363

純 資 産 合 計 3,902,238

資 産 合 計 6,525,444 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,525,444

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2019年4月 1日から
2020年3月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

経 営 指 導 料 748,936

業 務 受 託 料 548,860

関 係 会 社 受 取 配 当 金 1,030,047 2,327,844

営 業 費 用 1,267,760

営 業 利 益 1,060,084

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8,629

投 資 事 業 組 合 運 用 益 1,205

そ の 他 900 10,735

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,910

社 債 償 還 損 15,258

為 替 差 損 183

支 払 手 数 料 1,457

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 47,005

そ の 他 268 68,083

経 常 利 益 1,002,736

税 引 前 当 期 純 利 益 1,002,736

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 33,795

法 人 税 等 調 整 額 △22,772 11,023

当 期 純 利 益 991,712

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2019年4月 1日から
2020年3月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金

利益剰余金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 300,686 300,686 2,774,366 3,075,053 2,489,570 2,489,570

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △296,218 △296,218

当 期 純 利 益 991,712 991,712

自己株式の取得

自己株式の処分 △9,462 △9,462

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― △9,462 △9,462 695,494 695,494

当 期 末 残 高 300,686 300,686 2,764,904 3,065,590 3,185,064 3,185,064

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △2,311,908 3,553,400 323 323 13,363 3,567,088

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △296,218 △296,218

当 期 純 利 益 991,712 991,712

自己株式の取得 △500,047 △500,047 △500,047

自己株式の処分 149,320 139,858 139,858

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

△154 △154 △154

当期変動額合計 △350,726 335,305 △154 △154 ― 335,150

当 期 末 残 高 △2,662,635 3,888,706 168 168 13,363 3,902,238

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

1．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

2．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

②その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの

　主として移動平均法による原価法によっております。

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第2条第2項により

有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、2016年4月１日以後に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 6～15年

車両運搬具 6年

工具、器具及び備品 3～15年

②無形固定資産

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採

用しております。

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金

　子会社への債権の貸倒れによる損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案して必要と認められ

る額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理し

ております。

②消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

3．貸借対照表に関する注記

(1) 資産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産 72,162千円

建物 15,120千円

車両運搬具 4,075千円

工具、器具及び備品 52,966千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであ

ります。

関係会社に対する短期金銭債権 420,529千円

関係会社に対する短期金銭債務 6,845千円

4．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引（収入分） 2,327,844千円

営業取引（支出分） 25,128千円

営業取引以外の取引（収入分） 8,624千円

営業取引以外の取引（支出分） 247千円

5．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

自己株式

普通株式（株） 2,016,206 474,743 130,222 2,360,727
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6．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

（単位：千円）

（繰延税金資産）

賞与引当金 2,367

一括償却資産 62

投資有価証券 30,134

株式報酬費用 114,729

関係会社株式 418,463

貸倒引当金 446,639

その他 3,165

繰延税金資産小計 1,015,564

評価性引当額 △894,900

繰延税金資産合計 120,663

（繰延税金負債）

未収還付事業税 3,551

その他有価証券評価差額金 74

繰延税金負債合計 3,626

繰延税金資産（負債）の純額 117,037

7．リースにより使用する固定資産に関する注記

該当事項はありません。
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8．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係

取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
株式会社デジ
タルハーツ

（所有）
直接
100.0

役員の兼任
経営指導
業務の受託
資金の借入

経営指導料の
受取（注）1

738,046 未収入金 372,928

業務の受託
（注）2

519,957
その他

（流動資産）
15,398

資金の借入 600,000
短期借入金 ─

資金の返済 800,000

利息の支払
（注）3

247 未払費用 ─

子会社
株式会社フレ
イムハーツ

（所有）
直接
100.0

役員の兼任
経営指導

資金の貸付
業務の受託及び

委託

業務の受託
（注）2

18,000 未収入金 1,650

資金の回収 ─
関係会社

長期貸付金
（注）４

1,859,700

利息の受取
（注）3

8,624
その他

（流動資産）
6,445

（注）1．経営指導料につきましては、役務提供に対する費用等を総合的に勘案し、双方協議の上、合理的

に決定しております。

2．業務受託料及び業務委託料につきましては、人件費等を勘案し、合理的に決定しております。

3．資金の貸付及び借入につきましては、市場金利等を勘案し、合理的に利率を決定しております。

4．子会社への貸付金に対して、1,458,654千円の貸倒引当金及び47,005千円の貸倒引当金繰入額を

計上しております。

役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称

又は氏名

議決権等の
所有（被所有）

割合（％）

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 玉塚　元一
（被所有）

直接
0.67

当社
代表取締役

社長

自己株式の処分
（注）

54,999 ─ ─

役員 宮澤　栄一
（被所有）

直接
35.67

当社
取締役
会長

自己株式の処分
（注）

74,859 ─ ─

（注）譲渡制限付株式報酬制度に伴う、自己株式の割当によるものであります。

9．1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 180円62銭

1株当たり当期純利益 45円45銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

2020年5月20日

株式会社デジタルハーツホールディングス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
　　　東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石井　哲也 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋藤　　映 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社デジタルハーツホールディングスの
2019年4月1日から2020年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社デジタルハーツホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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　・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責
任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

2020年5月20日

株式会社デジタルハーツホールディングス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
　　　東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石井　哲也 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋藤　　映 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社デジタルハーツホールディング
スの2019年4月1日から2020年3月31日までの第7期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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　・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2019年4月1日から2020年3月31日までの第7期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査致しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明致しました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討致
しました。

2．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年5月22日
株式会社デジタルハーツホールディングス　監査役会

常勤監査役 伊 達 将 英 ㊞
監 査 役 風 間 啓 哉 ㊞
監 査 役（社外監査役） 髙 井 峰 雄 ㊞
監 査 役（社外監査役） 二 川 敏 文 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第1号議案　取締役6名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役全員（6名）は、任期満了となります。つきましては、取締

役6名（うち社外取締役2名）の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所 有 す る
当 社 株 式 の 数

1

たま

玉
つか

塚
げん

元
いち

一
(1962年5月23日生)

1985年 4月 旭硝子株式会社（現 AGC株式会社）入社

1998年 7月 日本アイ・ビー・エム株式会社 入社

1998年12月 株式会社ファーストリテイリング 入社

2002年11月 同社 代表取締役社長兼COO

2005年 9月 株式会社リヴァンプ設立 代表取締役

2011年 3月 株式会社ローソン 副社長執行役員COO

2012年 5月 同社 取締役副社長執行役員COO

2013年 5月 同社 取締役代表執行役員COO

2014年 5月 同社 代表取締役社長

2015年10月 同社 代表取締役社長兼CHO

2016年 6月 同社 代表取締役会長CEO

2017年 1月 当社 顧問

2017年 6月 当社 代表執行役員

当社 代表取締役社長CEO（現任）

2017年 9月 株式会社エードット 社外取締役（現任）
 

2017年10月 株式会社デジタルハーツ 代表取締役社

長（現任）

ラクスル株式会社 社外取締役（現任）
 

2019年 6月 トランスコスモス株式会社 社外取締役

（現任）

143,392株

2

みや

宮
ざわ

澤
えい

栄
いち

一
(1972年7月19日生)

2001年 4月 株式会社デジタルハーツ 設立

代表取締役社長

2006年 5月 同社 代表取締役社長兼CEO

2010年 4月 同社 代表取締役社長CEO

2013年10月 当社 代表取締役社長CEO

2017年 6月 当社 取締役会長（現任）

7,678,791株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所 有 す る
当 社 株 式 の 数

3

つく

筑
し

紫
とし

敏
や

矢
(1965年6月23日生)

 

1989年 4月 昭和シェル石油株式会社（現 出光興産株

式会社）入社
 

1995年 9月 プライスウォーターハウスコンサルタン

ト株式会社（現 日本アイ・ビー・エム株

式会社）入社
 

1999年 7月 ゼネラル・エレクトリック・キャピタル・

コンシューマー・ファイナンス株式会社

（現 新生フィナンシャル株式会社）入社

2005年12月 同社 執行役員
 

2006年 9月 株式会社ニッセンホールディングス 執

行役員事業開発グループ長

2008年 3月 同社 取締役執行役員財務企画室長

2009年 6月 同社 取締役執行役員CFO

2017年 6月 当社 執行役員CFO
 

2017年10月 株式会社デジタルハーツ 取締役管理本

部長（現任）

2018年 6月 当社 取締役CFO（現任）
 

2020年 3月 株式会社フレイムハーツ 代表取締役社

長（現任）

4,696株

4

にの

二
みや

宮
やす

康
まさ

真
(1972年8月18日生)

 

1995年 4月 株式会社大阪有線放送社（現 株式会社

USEN-NEXT HOLDINGS）入社

2009年 4月 同社 パーソナル事業本部長
 

2010年12月 株式会社U-NEXT（現 株式会社USEN-NEXT 

HOLDINGS）取締役

2017年 3月 Y.U-mobile株式会社 代表取締役社長

2017年 7月 当社 執行役員営業統括
 

2017年10月 株式会社デジタルハーツ 取締役BS事業

本部長

2018年 4月 同社 取締役副社長（現任）

2019年 6月 当社 取締役（現任）

4,696株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所 有 す る
当 社 株 式 の 数

5

やなぎ

柳
や

谷
 

　
たかし

孝
(1951年11月13日生)

2001年10月 野村證券株式会社 常務取締役

2002年 4月 同社 代表取締役専務取締役

2003年 6月 同社 代表執行役専務執行役

2006年 4月 同社 代表執行役執行役副社長

2008年 4月 同社 執行役副会長

2008年10月 同社 執行役員副会長

2012年 4月 同社 常任顧問

2012年 8月 同社 顧問

2013年 3月 同社 退任
 

2013年 6月 株式会社アルファシステムズ 社外取締

役（現任）

2014年 6月 当社 社外取締役（現任）

2015年 6月 昭和産業株式会社 社外取締役（現任）

2016年 5月 学校法人明治大学 理事長（現任）

2016年 5月 学校法人中野学園 理事長（現任）

―株

6

いし

石
わた

綿
 

　
がく

学
(1970年11月16日生)

 

1997年 4月 弁護士登録（第二東京弁護士会）

森綜合法律事務所（現 森・濱田松本法律

事務所）入所
 

2005年 1月 森・濱田松本法律事務所 パートナー弁護

士（現任）
 

2008年 6月 ゼビオ株式会社（現 ゼビオホールディン

グス株式会社）社外取締役（現任）
 

2013年 6月 株式会社ユナイテッドアローズ 社外取

締役（現任）

2018年 6月 当社 社外取締役（現任）
 

2019年 4月 東京大学大学院法学政治学研究科 客員

教授（現任）

―株

（注）1． 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。なお、当社は、石綿学氏が

所属する法律事務所との間で法律顧問契約を締結しておりますが、その報酬金額は同法律事務

所の売上高及び当社連結売上高の各1％未満であります。

2． 柳谷孝氏及び石綿学氏は、社外取締役候補者であります。

3． 各取締役の選任理由は以下のとおりです。

(1) 玉塚元一氏は、株式会社ファーストリテイリングの代表取締役社長を経た後、企業再生を支

援する株式会社リヴァンプを創業し代表取締役を務め、その後株式会社ローソンの代表取締

役会長CEOを務めるなど、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の

代表取締役社長として、今後も当社グループの経営を牽引し、当社の企業価値向上に資する

ことが期待されることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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(2) 宮澤栄一氏は、創業者であり、創業より当社グループの経営を牽引してきたとともに、経営

に関して豊富な経験、実績、知見を有しており、今後も当社の企業価値向上に資することが

期待されることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

(3) 筑紫敏矢氏は、2018年6月より取締役CFOとして、グループ全体の経営管理を牽引するととも

に、持株会社におけるCFO職を長年務めるなど、豊富な知識、経験を有しており、今後も当社

グループの経営を牽引し、当社の企業価値向上に資することが期待されることから、引き続

き取締役として選任をお願いするものであります。

(4) 二宮康真氏は、2019年6月より取締役として、グループ全体の営業活動を統括するとともに、

事業会社における事業統括職を長年務めるなど、豊富な知識、経験を有しており、今後も当

社グループの経営を牽引し、当社の企業価値向上に資することが期待されることから、引き

続き取締役として選任をお願いするものであります。

(5) 柳谷孝氏は、会社経営者としての豊富な経験から、当社の取締役会に対して有益なアドバイ

スをいただくとともに、客観的な立場から当社の経営を監督していただくため、社外取締役

として選任をお願いするものであります。同氏は、現在当社の社外取締役であり、その就任

年数は、本総会終結の時をもって6年であります。

(6) 石綿学氏は、過去に社外役員になること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありま

せんが、弁護士の資格を有しており、当社の取締役会に対してコーポレートガバナンスやコ

ンプライアンスに関するアドバイスをいただくとともに、客観的な立場から当社の経営を監

督していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏は、現在当

社の社外取締役であり、その就任年数は、本総会終結時をもって2年であります。

4． 当社は、柳谷孝氏及び石綿学氏との間で会社法第427条第1項の規定に基づき、法令が定める最

低責任限度額を限度として会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。両氏の再任が承認された場合、両氏との間の当該契約を継続する予定であります。

5． 柳谷孝氏及び石綿学氏は、東京証券取引所の定める独立性の基準を満たしており、当社は、

柳谷孝氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。柳谷孝氏の再任が承認された場合、引き続き同氏を独立役員として東京証券取引所に届け

出る予定でありますが、石綿学氏の再任が承認された場合、同氏が所属する法律事務所の内規

に基づき同取引所には届け出ない予定です。
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第2号議案　補欠監査役1名選任の件

　社外監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役1名の選任をお

願いするものであります。

　本議案は、現社外監査役の髙井峰雄氏、二川敏文氏の2名の補欠として、選任をお願いするも

のであります。監査役として就任した場合、その任期は当社定款の定めにより、退任した監査

役の任期の満了する時までとなります。

　また、監査役就任前に限り、監査役会の同意を得た上で、取締役会の決議によってその選任

を取り消すことができるものと致します。

　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　　名
（生 年 月 日）

略歴及び地位並びに重要な兼職の状況
所 有 す る
当 社 株 式 の 数

おか

岡
の

野
よう

陽
こ

子
(1975年1月6日生)

2002年10月 弁護士登録（第二東京弁護士会）

東京青山・青木法律事務所（現 ベーカー

＆マッケンジー法律事務所）入所

2006年 5月 五木田・三浦法律事務所 入所（現任）

―株

（注）1． 岡野陽子氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2． 岡野陽子氏は補欠の社外監査役候補者であります。

3． 候補者の選任理由は以下のとおりです。

岡野陽子氏は、過去に社外役員になること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありま

せんが、弁護士の資格を有していることから、企業法務、コンプライアンスに関する豊富な知

見を有しており、当該知見を当社の監査に反映していただくため、補欠監査役として選任をお

願いするものであります。

4． 当社は、岡野陽子氏が社外監査役に就任された場合、同氏との間で会社法第427条第1項の規定

に基づき、法令が定める最低責任限度額を限度として会社法第423条第1項の損害賠償責任を限

定する契約を締結する予定であります。

5． 岡野陽子氏は、東京証券取引所の定める独立性の基準を満たしており、同氏が社外監査役に就

任された場合、当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出る予定です。

以　上

－ 55 －

補欠監査役選任議案



株主総会会場ご案内図

東京都新宿区西新宿三丁目20番2号

東京オペラシティビル　7階　第2会議室

ＴＥＬ 03－5333－1231

（7階へは、2階よりいずれのエレベーターでもお越しいただけます。）

・新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本株主総会にご出席される
株主様におかれましては、本株主総会当日までの感染状況やご自身の健康状
態等にご留意いただき、マスク着用等のご配慮をいただいた上で、ご来場賜
りますようお願い申しあげます。
・本株主総会での議決権行使は書面による方法もございますので、できるだ
け本株主総会へのご出席をお控えいただき、同封の議決権行使書の郵送によ
る事前の議決権行使をお願い申しあげます。
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地図


